
 

 

 
環境局資源循環部廃棄物計画課 

 

山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更及び規約の一部変更について 
 

１ 山鹿植木広域行政事務組合概要                                       

平成 22 年（2010 年）3 月の合併以前から、植木地区の家庭ごみ、し尿は、山鹿植木広域行

政事務組合（以下、事務組合）において共同処理を行っている（燃やすごみは、平成 31 年

（2019年）4月から熊本市・山鹿市でそれぞれ処理）。 
 

施設名称 施設種別 所在地 閉鎖 解体 

クリーンセンター 焼却施設 山鹿市 平成 30年度末 令和 3年度末 

リサイクルプラザ 資源物の選別施設 植木町 令和 3年度末 － 

山鹿衛生処理センター し尿処理施設 山鹿市 令和 6年度末（予定） 令和 8年度末（予定） 

最終処分場 埋立地 植木町 当面の間、稼働可能（概ね４０年程度） 

 

２ リサイクルプラザについて                                                

 資源物の中間処理を行っているリサイクルプラザは、平成１５年（2003年）の竣工から１７年ほ

ど経過し、施設が老朽化している。改修費用に５億円程度必要となることから、本市と山鹿市で

協議を行い、今年度末をもって閉鎖することを決定した。なお、閉鎖後の利活用については、検

討を行っている。 
 

【リサイクルプラザ施設概要】 

＜所在地＞   熊本市北区植木町轟 2582-4 

＜竣工＞    平成 15年（2003年）3月 

＜内容＞    山鹿市・植木地区から排出された家庭ごみ（資源ごみ、不燃性粗大ごみ）の破

砕・選別処理、及び事業ごみ（古紙類に限る）の選別を行っている。 
 

３ リサイクルプラザの閉鎖に向けたスケジュール                               

 閉鎖に向けたスケジュールは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 令和 4年度（2022年度）からの植木地区における資源物等の出し方について          

 資源物等の出し方は、これまでと変更はない。ただし、直接持込みについて、民間施設への持

込みとなる。 

 なお、収集した資源ごみ、大型ごみ（不燃）は、民間の中間処理施設へ搬入する。令和 3年第３

回定例会にて、受入・選別等の業務を民間委託するための補正予算を承認いただいている。 

年 月 本市 事務組合

4月 校区自治協議会説明

住民への周知

9月
管理者会議（山鹿市長、熊本市副市長

（市長代理）出席）にて同文議決の説明

10月 組合議会全員協議会にて同文議決の説明

12月 第4回定例会議案提出（同文議決）

　構成市の協議成立（協議書への押印）

1～2月 住民への周知 県知事への許可申請

→許可決定後、構成市へ通知

3月末 リサイクルプラザ共同処理終了

令和3年

(2021年)

令和4年

(2022年)
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議   第  ３３３  号 

令和 ３ 年１１月２９日提出 

 

   山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更及び規約の一部変 

   更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、山鹿植木

広域行政事務組合の共同処理する事務を変更し、山鹿植木広域行政事務組合規約（昭

和５０年３月２９日熊本県指令地第２１８号）の一部を次のとおり変更する。 

 

熊本市長  大 西 一 史 

 

   山鹿植木広域行政事務組合規約の一部を変更する規約 

 

 山鹿植木広域行政事務組合規約（昭和５０年３月２９日熊本県指令地第２１８号）

の一部を次のように変更する。 

 

 第３条第１号中「ごみ処理施設」を「一般廃棄物の最終処分場」に改める。 

 附則を附則第１項とし、附則に次の１項を加える。 

２ 組合は、第３条に規定するもののほか、当分の間、組合が設置したごみ処理施設

の処分に関する事務を共同処理する。 

 別表ごみ処理施設の設置及び管理運営に関する事務に要する経費の項中「ごみ処理

施設」を「一般廃棄物の最終処分場」に改める。 

 

   附 則 

 この規約は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 （提出理由） 

  山鹿植木広域行政事務組合の共同処理する事務の変更及び山鹿植木広域行政事務

組合規約の一部変更について、地方自治法第２８６条第１項の規定により関係地方
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3 （P.27）



公共団体の協議により定めるため、同法第２９０条の規定に基づき、市議会の議決

を求める必要がある。 

  これが、この議案を提出する理由である。 
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変更後（案） 変更前 

 （組合の設置及び名称）  （組合の設置及び名称） 

第１条 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２８４条第２項の規定に基

づき、山鹿植木広域行政事務組合（以下「組合」という。）を設置する。 

第１条 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２８４条第２項の規定に基

づき、山鹿植木広域行政事務組合（以下「組合」という。）を設置する。 

 （組合を組織する地方公共団体）  （組合を組織する地方公共団体） 

第２条 組合は、山鹿市及び熊本市（以下「関係市」という。）をもって組織

する。 

第２条 組合は、山鹿市及び熊本市（以下「関係市」という。）をもって組織

する。 

 （共同処理する事務）  （共同処理する事務） 

第３条 組合は、次に掲げる事務を共同処理する。ただし、熊本市については

合併前の植木町の区域（境界変更によって他の市町村へ編入される区域を

除き、境界変更によって他の市町村から熊本市へ編入される区域を含む。以

下同じ。）に係る事務に限る。 

第３条 組合は、次に掲げる事務を共同処理する。ただし、熊本市については

合併前の植木町の区域（境界変更によって他の市町村へ編入される区域を

除き、境界変更によって他の市町村から熊本市へ編入される区域を含む。以

下同じ。）に係る事務に限る。 

 (1) 一般廃棄物の最終処分場の設置及び管理運営に関すること。  (1) ごみ処理施設     の設置及び管理運営に関すること。 

 (2) し尿処理施設の設置及び管理運営に関すること。  (2) し尿処理施設の設置及び管理運営に関すること。 

 （事務所の位置）  （事務所の位置） 

第４条 組合の事務所は、山鹿市南島１２７０番地１に置く。 第４条 組合の事務所は、山鹿市南島１２７０番地１に置く。 

 （議会の組織及び議員の選挙の方法）  （議会の組織及び議員の選挙の方法） 

第５条 組合の議会（以下「組合議会」という。）の議員（以下「組合議員」

という。）の定数は、１０人とし、関係市の定数は、山鹿市６人、熊本市４

人とする。 

第５条 組合の議会（以下「組合議会」という。）の議員（以下「組合議員」

という。）の定数は、１０人とし、関係市の定数は、山鹿市６人、熊本市４

人とする。 

２ 前項の組合議員は、関係市の議会議員のうちから当該市の議会において

これを選挙する。 

２ 前項の組合議員は、関係市の議会議員のうちから当該市の議会において

これを選挙する。 

 （議員の任期等）  （議員の任期等） 

第６条 組合議員の任期は、関係市の議会の議員として在任する期間とする。 第６条 組合議員の任期は、関係市の議会の議員として在任する期間とする。 

２ 組合議員に欠員を生じたときは、その組合議員の属する市は直ちに補充

しなければならない。 

２ 組合議員に欠員を生じたときは、その組合議員の属する市は直ちに補充

しなければならない。 

 （管理者及び副管理者）  （管理者及び副管理者） 

第７条 組合に管理者１人及び副管理者１人を置く。 第７条 組合に管理者１人及び副管理者１人を置く。 
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２ 管理者及び副管理者は、関係市の長のうちから関係市の長が協議して定

めた者をもって充てる。 

２ 管理者及び副管理者は、関係市の長のうちから関係市の長が協議して定

めた者をもって充てる。 

３ 管理者及び副管理者の任期は、当該関係市の長として在任する期間とす

る。 

３ 管理者及び副管理者の任期は、当該関係市の長として在任する期間とす

る。 

４ 管理者は、組合を統括し、これを代表する。 ４ 管理者は、組合を統括し、これを代表する。 

５ 副管理者は、管理者を補佐し、管理者に事故があるとき、又は欠けたとき

は、その職務を代理する。 

５ 副管理者は、管理者を補佐し、管理者に事故があるとき、又は欠けたとき

は、その職務を代理する。 

 （会計管理者）  （会計管理者） 

第８条 組合に会計管理者１人を置く。 第８条 組合に会計管理者１人を置く。 

２ 会計管理者は、管理者の補助機関である職員のうちから、管理者が任命す

る。 

２ 会計管理者は、管理者の補助機関である職員のうちから、管理者が任命す

る。 

 （職員）  （職員） 

第９条 組合に職員を置く。 第９条 組合に職員を置く。 

２ 前項の職員は、管理者が任免する。 ２ 前項の職員は、管理者が任免する。 

３ 職員の定数は、条例で定める。 ３ 職員の定数は、条例で定める。 

 （監査委員）  （監査委員） 

第１０条 組合に監査委員２人を置く。 第１０条 組合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、管理者が組合議会の同意を得て、組合議員及び知識経験を有

する者のうちからそれぞれ１人を選任する。 

２ 監査委員は、管理者が組合議会の同意を得て、組合議員及び知識経験を有

する者のうちからそれぞれ１人を選任する。 

３ 監査委員の任期は、組合議員のうちから選任される者にあっては組合議

員として在任する期間とし、知識経験を有する者のうちから選任される者

にあっては４年とする。ただし、関係市の監査委員のうちから選任された者

にあっては当該市の監査委員として在任する期間とする。 

３ 監査委員の任期は、組合議員のうちから選任される者にあっては組合議

員として在任する期間とし、知識経験を有する者のうちから選任される者

にあっては４年とする。ただし、関係市の監査委員のうちから選任された者

にあっては当該市の監査委員として在任する期間とする。 

 （経費の支弁の方法）  （経費の支弁の方法） 

第１１条 組合の経費は、組合の財産から生ずる収入、関係市の負担金、地方

債及びその他の収入をもって充てる。 

第１１条 組合の経費は、組合の財産から生ずる収入、関係市の負担金、地方

債及びその他の収入をもって充てる。 

２ 前項に規定する関係市の負担金の負担割合は、別表に定めるところによ

る。 

２ 前項に規定する関係市の負担金の負担割合は、別表に定めるところによ

る。 

   附 則    附 則 
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１ この規約は、昭和５０年４月１日から施行する。ただし、熊本県知事の許

可が昭和５０年４月２日以降となったときは、その許可のあった日から施

行する。 

 この規約は、昭和５０年４月１日から施行する。ただし、熊本県知事の許可

が昭和５０年４月２日以降となったときは、その許可のあった日から施行す

る。 

２ 組合は、第３条に規定するもののほか、当分の間、組合が設置したごみ処

理施設の処分に関する事務を共同処理する。 

〔新設〕 

別表（第１１条関係） 別表（第１１条関係） 

経費の種類 負担金の基準 

一般廃棄物の最終処分場

の設置及び管理運営に関

する事務に要する経費 

処理量割 １００％ 

し尿処理施設の設置及び

管理運営に関する事務に

要する経費 

処理量割 １００％ 

一般管理事務に要する経

費 

人口割 １００％ 

その他の経費 その都度、関係市の協議の上、管理者

が定めることができる。 

 備考 人口及び処理量については、関係市の協議の上、管理者が定める。た

だし、熊本市については、合併前の植木町の区域に係るものに限る。 

経費の種類 負担金の基準 

ご み 処 理 施 設     

の設置及び管理運営に関

する事務に要する経費 

処理量割 １００％ 

し尿処理施設の設置及び

管理運営に関する事務に

要する経費 

処理量割 １００％ 

一般管理事務に要する経

費 

人口割 １００％ 

その他の経費 その都度、関係市の協議の上、管理者

が定めることができる。 

 備考 人口及び処理量については、関係市の協議の上、管理者が定める。た

だし、熊本市については、合併前の植木町の区域に係るものに限る。 

 

   附 則 

 この規約は、令和４年４月１日から施行する。 
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